
調 査 報 告 書

令和３年３月１７日

次世代支援施策調査特別委員会



- 1 - 

 

次世代支援施策調査特別委員会の報告 

Ⅰ 前文 

 

 本特別委員会は、令和元年６月定例市議会において、本市の将来的な人口減

少を見据え、未来の大村を担う子育て世代や移住者などを支援する取組につい

て調査・研究するため、設置が決定されたものです。 

 第１回目を令和元年７月２日に開催し、以降、令和３年２月１７日までに合

計１５回の委員会を開催しました。（別紙「経過概要」のとおり） 

 その間、「人口減少対策」、「子育て支援」、「雇用の確保」の３点を大きな柱と

して、企画政策部、こども未来部、産業振興部など市の関係部局の協力を得な

がら、毎回、次世代支援施策に関する調査を進めてきました。 

 その中から、特に重要と考える５つの項目についての現状と課題、そして、

これらを踏まえた本特別委員会から市に対する要望事項についてご報告します。 

 

Ⅱ 人口減少対策について 

 

１ 移住施策について 

 

本特別委員会が長崎県に対して行った調査によると、２０２１年１月時点で

１３０万人の県民人口が、２０６０年には７９万人にまで減少することが予測

されるため、県は人口維持に向け「雇用創出効果を人口減少抑制につなげる『し

ごと』と『ひと』のマッチング促進」、「U ターン対策の充実・強化」に取り組

むこととしています。 

本市では、大村市人口ビジョンに掲げる「２０２５年までに人口１０万人到

達」の目標を達成するため、大村市移住施策に関するターゲット方針を定め、

首都圏、福岡圏域に住む２０代～３０代の子育て世代、特に、就学前の子ども

を抱える母親をプロモーションターゲットとして、ママが楽しくラクに子育て

ができる「ママ楽」をテーマに、移住・定住の促進に努めています。 

 移住・定住の促進に向けた具体的な取組のステージとして、 

〇 「おおむら暮らし」のブランド化を図り、移住WEBページやパンフレット

などを製作し、「知ってもらう」 

○ イベントや移住相談会の開催に加え、移住促進 PR動画や移住体験記事の配

信を通じて「好きになってもらう」 

○ 実際に「やってきてもらい」、松原地区に開設しているお試し住宅にて「お

おむら暮らし」を体験してもらう 

〇 最終的には、大村市へ移住し、定住してもらうため、移住コーディネータ
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ーによる寄り添い型支援を行い、移住ターゲットのステージに合わせた事

業を戦略的に展開しています。 

  

また、移住に関するあらゆる疑問や悩みに対する相談窓口「暮らしコンシェ

ルジュ」をプラットおおむら内に設置し、毎月１０日を「移住の日」として、

移住コーディネーターによる「おおむら暮らし相談会」を開催しています。 

 さらに、新型コロナウイルス感染症が拡大する中でも、テレビ会議システム

により自宅で移住コーディネーターと対面して相談ができる「オンライン移住

相談」を導入しています。 

 そのような状況を踏まえ、今後は、移住を検討している方への情報発信だけ

ではなく、さらなる移住者の獲得とともに移住後も本市に住み続けてもらうた

めの継続的な支援が求められます。 

 そこで、本特別委員会では、さらなる移住者獲得のため、令和４年度に開業

予定の九州新幹線西九州ルートや高速道路などの交通アクセスの利便性を生か

し、長崎・諫早圏への通勤者向けにＰＲを行うとともに、新幹線開業により福

岡圏への通勤・通学が可能となることから、本市から福岡圏への通勤・通学者

に交通費を助成するなど、交流圏域の拡大を見据えた新たなアプローチについ

て調査・研究することを求めます。 

あわせて、農業、福祉、商工部門で部局横断的な連携による、移住後の安定

的な収入の確保に向けた支援や、移住者を受け入れる地域と一体となった受入

れ体制の整備など、移住者を継続的に支える取組を行うよう求めます。 

  

 

２ 若者等の定住支援について 

 

 １９７０年代以降、一貫して本市の人口は増加傾向にあります。また、長崎

県が実施している「長崎県異動人口調査」によると、本市は０～２４歳の人口

が近年増加傾向にあり、県内他市に比べ総人口に占める０～２４歳の割合が高

いといった特徴があります。 

一方、本市も将来的には人口減少に転じるとの予測もあることから、将来の

人口減を見据えた対策に取り組むことや、人口動態における１５歳～２４歳の

市外への転出が転入を大きく上回っているため、若者の流出を阻止することが

喫緊の課題となっています。 

そこで、本特別委員会では、本市の人口維持、そしてさらなる増加に向けて、

次の施策に取り組むよう求めます。 

①市内に居住する市外出身高校生の生活環境の整備 
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本市所在の高校には市外出身で本市に居住する生徒が多いことから、市外出

身者でも安心して快適に住むことができ、本市を「第２のふるさと」と感じて

もらえるような生活環境の整備を求めます。 

②若者の定着につなげるための卒業後の進学先や就職先の確保 

働く場所や進学先を確保することで、市外への転出者数を抑制できることか

ら、進学先となる大学、専門学校、就職先となる企業等を積極的に誘致するこ

とを求めます。なお、大学等の誘致に多額の費用を要する場合は、国・県の補

助金の活用に加えさらなる補助制度の創設を要望するなど、市の財政負担の軽

減を図るよう求めます。 

③若者に就職先として選ばれる市内企業の創生・振興 

大村市人口ビジョンにおいて市内の高校生を対象として実施したアンケート

調査では、就職先を選ぶ上で優先することとして「高い賃金」や「経営の安定

性」を挙げる割合が高かったことから、市内の高校生のニーズを満たす企業を

育成するため、市内企業の創生・振興策を講じることを求めます。 

④給付型奨学金制度の充実 

現在市が実施している給付型奨学金制度の拡充に加え、大学等を卒業後、本

市で一定期間居住し市内企業で働くことを条件に返済を免除する条件付きの給

付型奨学金制度を創設し、学生への支援を強化することを求めます。 

⑤外国人やその家族の生活環境、教育体制の整備 

長崎県内の外国人数は増加傾向にあります。現在はコロナ禍により国際的な

人の往来が一時的に減少していますが、今後も、外国人労働者やその家族及び

技能実習生の受入者数が増加する可能性があることから、多文化共生の視点に

基づく生活環境の整備や教育体制の構築を求めます。 

⑥婚活イベントの充実 

現在、本市で開催されている婚活イベント「OMUKON」について、出会いの

機会を増やし成婚率を高めるため、開催頻度を増やしたり、プログラムについ

ても様々な趣向を凝らすなど、さらなる充実に向けて取り組むよう求めます。 

⑦安心して出産・子育てができる環境の整備 

 国は、人口規模を維持するために必要な合計特殊出生率の水準（人口置換水

準）を２．０７としていることから、平成３０年時点で１．９０である本市の

合計特殊出生率を人口置換水準まで引き上げることができるよう、出産・育児

の支援になお一層取り組むよう求めます。 

 あわせて、共働き家庭の増加や核家族化の進展により、母親一人で育児にあ

たる「孤育（こいく）」の状態に陥っている家庭もあることから、地域や行政で

支え合う仕組みを構築するよう求めます。 
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Ⅲ 子育て支援について 

 

１ 待機児童解消について 

 

本市は、令和元年４月時点で、長崎県内で待機児童が発生した唯一の自治体

となったことから、保育の受け皿を大きくするため、さらなる保育士確保が喫

緊の課題となっています。 

そのような状況を踏まえ、本市は保育士確保策として、保育を学ぶ学生を対

象とした市内保育施設の見学バスツアーの開催や保育士等就職者祝金の支給、

インターネットにおける求人情報の積極的な発信などの「保育士雇用支援策」

に加え、保育士の給与の一部助成、保育士の補助を行う子育て支援員の養成研

修の自主開催、子育て支援員・保育士の周辺業務を行う保育支援者の雇用のた

めの補助金の支給などの「保育士等処遇・環境改善策」に取り組んでいます。 

しかし、令和２年４月に待機児童は解消されたものの、令和２年１０月１日

時点で待機児童が１６人、潜在待機児童が１０８人発生し、年間を通した待機

児童の解消を実現できておりません。 

このため、本特別委員会は、待機児童解消に向けて、首都圏の保育士・保育

学生への積極的な広報による募集活動などを通じて、さらなる保育士確保策に

取り組むよう求めます。また、保育業務支援システムの開発業者からの聞取り

により、同システムを活用し業務の効率化が図られることを確認したことから、

保育業務に係る記録・請求事務のＩＣＴ化、及び保育士配置基準における市独

自の加配制度の創設により保育士の業務負担を軽減するなど、保育士が働きや

すい環境整備に努めることを望みます。 

 

２ 児童・生徒の放課後の居場所づくりについて 

 

放課後や学校休業日の日中、保護者が就労などで家庭にいない小学生に対し、

家庭に代わる生活の場を提供し、保護者の子育てと仕事の両立を支援する放課

後児童クラブ（学童保育）については、核家族世帯や共働き世帯の増加を背景

に、令和２年７月時点における全国の待機児童は１万５，９９５人に上り、利

用ニーズが一段と高まっています。 

 本市においても、福重・竹松地区を中心に多数の申込みがあっており、児童

受入態勢の整備に向けて迅速な対応が求められております。 

 そこで、本特別委員会では、本市の学童保育の現状や課題を把握するため、

大村市学童保育連合会に対し実態調査を行ったところ、「放課後児童支援員が不
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足している」「施設が古く安全面に不安がある」「大雨などの災害時に休所した

いが、保護者が仕事を休みづらいこともあり対応に苦慮している」などの意見

が上がり、人員不足や施設の老朽化、災害対応について課題を抱えていること

が分かりました。 

それらを踏まえ、本特別委員会では、廃止した公共施設の提供や施設改修費

の補助など、施設整備に対する十分な支援を行うとともに、学童保育の運営主

体との意見交換の場を設け、学童保育が抱える課題を把握するよう求めます。 

 また、小中学校の部活動については、文部科学省で令和２年９月に開催され

た「学校における働き方改革推進本部」において、令和５年度以降、これまで

教員が行ってきた部活動の指導を段階的に地域に移行する方針が示されたこと

から、これまで学校が担ってきた「部活」の在り方が変わっていく可能性があ

ります。 

 放課後における児童生徒の居場所については、「学童保育」、「部活動」、「社会

体育」、「子ども会」などといった既存の制度を踏まえ、「地域」という新たな選

択肢が加わる可能性を様々な角度から検討し、本市の将来を担う子どもたちに

とってよりよい選択肢とするため、中長期的な視点を持って調査研究を行うよ

う求めます。 

 

 

 

Ⅳ 雇用の確保について 

 

 本市は、平成３１年４月に分譲を開始した第２大村ハイテクパークへの企業

誘致に取り組んでおり、現在、製造業２社が立地し、１２０名を雇用する予定

となっております。 

 しかし、令和２年１０月時点で分譲面積１２．４ヘクタール中、約１３％の

１．６ヘクタールしか誘致できておりません。企業誘致の実現は、市民の雇用

機会の創出に加え、人口の増加、産業力の強化など様々なメリットをもたらす

ことから、誘致のさらなる加速が求められます。 

 そこで、本特別委員会では、誘致する企業のターゲットや目的を明確にした

上で分譲地の完売を目指すとともに、分譲地完売後のさらなる企業誘致を見据

え、工業用水道の給水量確保や周辺道路の整備などインフラの充実に向けて取

り組むよう求めます。 

 あわせて、誘致企業と市内企業との情報交換の場を設けるなど、両者の発展

につながるような交流機会の創出にも取り組むよう求めます。 
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Ⅴ まとめ 

令和４年度の九州新幹線西九州ルート開業による都市環境の変化や、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大により生まれた新たなライフスタイル、働き方、企

業の在り方は、本市を取り巻く社会情勢を大きく変容させるものと予測されま

す。また、ＩＣＴ（情報通信技術）の発達・高速化に伴い社会変化のスピード

は加速していくものと思われます。 

そのような変化に対応しつつ、子育て環境の充実や雇用の確保など次世代支

援に継続して取り組んでいくことが、本市の持続的な発展には必要不可欠です。 

市は、将来を見据えて調査研究を行い、社会変化に対応し、効果的で前例に

とらわれない市独自の施策を立案するとともに、一般会計だけではなくモータ

ボート競走事業の収益を活用し、次世代支援を迅速に実行することを強く要望

し、本特別委員会の提言とします。 

 

以上、関係各位のご協力に心から感謝をいたしまして、次世代支援施策調査

特別委員会の最終報告といたします。 

 

令和３年３月１７日 

 

次世代支援施策調査特別委員会 

委 員 長  永 尾 高 宣 

副委員長  水 上   享 

委  員  高 濵 広 司 

同    晦 日 房 和 

                       同    中 崎 秀 紀 

                       同    永 山 真 美 

                       同    野 島 進 吾 

                      同       岩 永 愼 太 郎  

                       

大村市議会議長 伊 川 京 子 殿 



別紙 

 

経     過     概     要 

令和元年 ７月２日    第１回次世代支援施策調査特別委員会 

・正副委員長の互選 

          

令和元年 ７月１６日   第２回次世代支援施策調査特別委員会 

・課題の検討 

         ・委員会の今後の進め方について 

 

令和元年 ８月２３日   第３回次世代支援施策調査特別委員会 

・調査の大項目と主な調査内容の検討 

 

令和元年 １０月２１日  第４回次世代支援施策調査特別委員会 

・移住促進事業について 

 

令和元年 １１月１９日  第５回次世代支援施策調査特別委員会 

・大学誘致について 

             ・大村市人口ビジョンについて 

              

令和２年 １月２０日   第６回次世代支援施策調査特別委員会  

・待機児童について 

・保育の現状について 

 

令和２年 ７月２０日   第７回次世代支援施策調査特別委員会 

・今後の活動計画について 

             （委員会開催前に保育業務支援システムに関する勉

強会を実施） 

 

令和２年 ８月２４日   第８回次世代支援施策調査特別委員会 

             ・企業誘致の現状について 

 



 

令和２年 ９月２８日   第９回次世代支援施策調査特別委員会 

・大学誘致の現状について 

             ・最終報告書の作成方針について 

 

令和２年１０月２０日   第１０回次世代支援施策調査特別委員会 

・最終報告書の作成について 

           

令和２年１２月１５日   第１１回次世代支援施策調査特別委員会  

・最終報告書の作成について 

       

令和３年 １月１８日   第１２回次世代支援施策調査特別委員会 

・最終報告書の作成について 

           

令和３年 １月２６日   第１３回次世代支援施策調査特別委員会 

・最終報告書の作成について 

          

令和３年 ２月 ９日   第１４回次世代支援施策調査特別委員会 

・最終報告書の作成について 

  

令和３年 ２月１７日   第１５回次世代支援施策調査特別委員会 

・最終報告書の作成について 

  

 

 


